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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 
２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま
せん。 

３．提出会社は、「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益金額」及び「潜在株式調整後１株
当たり中間（当期）純利益金額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しておりま
す。 

回次 第40期中 第41期中 第42期中 第40期 第41期 

会計期間 
自平成15年４月１日
至平成15年９月30日 

自平成16年４月１日
至平成16年９月30日

自平成17年４月１日
至平成17年９月30日

自平成15年４月１日
至平成16年３月31日 

自平成16年４月１日
至平成17年３月31日

(1）連結経営指標等      

売上高 百万円 28,659 27,838 25,872 57,754 56,262 

経常利益 百万円 2,729 1,846 1,224 5,220 4,454 

中間（当期）純損益 百万円 △560 △522 △14,835 △2,444 1,523 

純資産額 百万円 28,714 26,562 11,240 27,038 28,249 

総資産額 百万円 152,636 144,956 120,051 150,301 142,339 

１株当たり純資産額 円 1,341.72 1,241.22 525.32 1,260.34 1,320.18 

１株当たり中間（当期）純

損益金額 
円 △26.20 △24.41 △693.33 △117.31 71.20 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
円 － － － － － 

自己資本比率 ％ 18.8 18.3 9.4 18.0 19.8 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
百万円 4,213 1,312 346 6,782 5,013 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
百万円 △1,895 △567 △270 △3,317 4,187 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
百万円 △162 △2,707 △2,746 △296 △8,147 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
百万円 8,120 7,293 7,648 9,127 10,309 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］ 
人 

2,045 

[684] 

2,044 

[671] 

1,928 

[596] 

1,998 

[568] 

1,936 

[536] 

(2）提出会社の経営指標等      

売上高 百万円 18,304 18,779 18,043 38,487 39,053 

経常利益 百万円 1,330 1,220 1,035 2,671 2,256 

中間（当期）純損益 百万円 430 867 △22,224 1,097 1,345 

資本金 百万円 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 

発行済株式総数 株 21,404,600 21,404,600 21,404,600 21,404,600 21,404,600 

純資産額 百万円 36,313 37,711 13,065 37,358 38,119 

総資産額 百万円 95,350 98,874 79,188 100,796 97,458 

１株当たり中間（年間）配

当額 
円 8.00 8.00 － 16.00 16.00 

自己資本比率 ％ 38.1 38.1 16.5 37.1 39.1 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］ 
人 

1,313 

[201] 

1,305 

[220] 

1,316 

[207] 

1,310 

[208] 

1,322 

[215] 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、［  ］内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、［ ］内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

(3）労働組合の状況 

 当社には労働組合はありませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

印刷関連事業 1,042 [188] 

出版関連事業 472 [46] 

葬祭関連事業 153 [43] 

ゴルフ場関連事業 261 [319] 

合計 1,928 [596] 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 1,316 [207] 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善による設備投資の伸びや雇用環境の改善等により個

人消費にも明るさが見えはじめるなど、緩やかな景気回復基調で推移いたしましたが、原油の高騰などが続き不透

明感が残る状況が続きました。 

 このような中、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）は、積極的な営業活動を展開するととも

に、事業活動全般にわたる徹底した効率化、合理化を推進して業績の向上に努めてまいりましたが、中間連結売上

高は258億72百万円（前年同期比7.1%減）、中間連結経常利益は12億24百万円（前年同期比33.7%減）、中間連結純

損益は減損会計等による特別損失を計上したこと等により連結純損失148億35百万円（前年同期純損失５億22百万

円）となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

・印刷関連事業におきましては、印刷物の需要減少、また、出版市場の長期低迷等、厳しい環境が続いている

中、受注の確保に取り組んでまいりましたが、売上高は149億11百万円（同6.7％減）、営業利益は10億24百万円

（同26.2%減）となりました。 

・出版関連事業におきましては、引き続き厳しい環境の中、情報誌等販売部数増加に努めてまいりました結果、

売上高は53億23百万円（同8.8％増）、営業損失につきましては、返品在庫の処理等により13億23百万円（前年

同期営業損失3億73百万円)という結果となりました。 

・葬祭関連事業におきましては、引き続き葬儀の簡素化が強まっておりますが、売上高は37億29百万円（同

0.1％減）、営業利益につきましては、減価償却費等の減少もあり12億82百万円（同10.8%増）となりました。 

・ゴルフ場関連事業におきましては、国内の入場者数の減少及び客単価の低下により苦戦を強いられたことや、

海外子会社売却（前年下期）による売上高の減少12億29百万もあり、売上高は29億82百万円（同28.7％減）、営

業利益につきましては3億32百万円（同25.1%減）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間連結会計期

間末に比べ355百万円（4.9%増）増加し、7,648百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における営業活動の結果得られた資金は、前中間連結会計期間に比べ965百万円（73.6%

減）減少し、346百万円となりました。これは主に、前年同期に比べ減益であったことと、棚卸資産が減少した

ものの預り入会金の支出が増加したこと等によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における投資活動により使用した資金は、前中間連結会計期間に比べ296百万円（52.3%

減）減少し、270百万円となりました。これは主に、固定資産の取得による支出が減少したことによるものであ

ります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における財務活動により使用した資金は、前中間連結会計期間に比べ38百万円（1.4%増）

増加し、2,746百万円となりました。これは主に、借入金等の返済による支出によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２．葬祭関連事業、ゴルフ場関連事業は、生産実績の記載が困難であるため、省略しております。 

３．セグメント間取引は消去しております。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２．葬祭関連事業、ゴルフ場関連事業は、受注の記載が困難であるため記載を省略しております。 

３．セグメント間取引は消去しております。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２．セグメント間取引は消去しております。 

３．相手先別販売実績については、総販売実績に対する割合が10％以上の販売先はないため、記載を省略してお

ります。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はあ

りません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同期比（％） 

印刷関連事業 12,778 △3.8 

出版関連事業 1,954 20.8 

合計 14,733 △1.1 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％）

印刷関連事業 14,148 △10.9 3,425 △25.3 

出版関連事業 4,306 10.0 － － 

合計 18,455 △6.8 3,425 △25.3 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比（％） 

印刷関連事業 14,044 △7.5 

出版関連事業 5,259 7.7 

葬祭関連事業 3,729 △0.1 

ゴルフ場関連事業 2,840 △29.8 

合計 25,872 △7.1 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 （1）当中間連結会計期間において、新たな設備の新設等の計画はありません。 

 （2）当中間連結会計期間において、経常的な設備の更新のための除・売却を除き、新たに確定した重要な設備の除・

売却の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 定款において「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定められています。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）商法第289条第2項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金に振替えたものであります。 

(4）【大株主の状況】 

 （注）前事業年度末現在主要株主であった、櫻井文雄氏は、当中間会計期間では主要株主ではなくなり、清水比呂子氏
及び櫻井美江氏が新たに主要株主となりました。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 95,130,000 

計 95,130,000 

種類 
中間会計期間末現在発行（株） 
 （平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成17年12月22日） 

上場証券取引所名 内容 

普通株式 21,404,600 21,404,600 

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

各市場第一部 

－ 

計 21,404,600 21,404,600 － － 

年月日 
発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増 
減額(百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成17年8月31日 

（注） 
－ 21,404,600 － 8,000 △5,406 2,000 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社櫻井廣済堂 東京都中央区銀座3-7-6 6,995 32.68 

清水 比呂子 千葉県千葉市緑区あすみが丘6-63-11 2,958 13.82 

櫻井 美江 東京都渋谷区広尾4-1-17-803 2,454 11.46 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町2-11-3 565 2.63 

廣済堂社員持株会 東京都港区芝4-6-12 521 2.43 

廣済堂取引先持株会 東京都港区芝4-6-12 417 1.94 

凸版印刷株式会社 東京都台東区台東1-5-1 396 1.85 

株式会社ＵＦＪ銀行 愛知県名古屋市中区錦3-21-24 299 1.40 

株式会社コムテックス 大阪府大阪市北区南森町2-3-9 230 1.07 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海1-8-11 208 0.97 

計 － 15,046 70.29 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が39,100株（議決権の数391個）含ま

れております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

役職の異動 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 6,700 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 21,360,500 213,605 － 

単元未満株式 普通株式 37,400 － 一単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数 21,404,600 － － 

総株主の議決権 － 213,605 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社廣済堂 
東京都港区芝四丁

目６番12号 
6,700 － 6,700 0.03 

計 － 6,700 － 6,700 0.03 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,039 961 931 980 960 955 

最低（円） 876 820 840 887 881 870 

新役職名 旧役職名 氏  名 異動年月日 

取締役 

東京事業部プリプレスセンター担当 
専務取締役 管理本部担当 岡   均 平成17年11月21日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の中間財務諸表について、興亜監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   7,548   7,703   10,363  

２．受取手形及び売掛金    12,987   12,065   13,537  

３．たな卸資産   6,493   4,119   6,210  

４．その他   4,481   4,424   3,812  

貸倒引当金   △86   △1,828   △97  

流動資産合計   31,424 21.6  26,483 22.1  33,826 23.8 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ＊1,2          

(1）建物及び構築物  32,298    24,190    27,892    

(2）機械装置及び運搬具  4,932    4,418    4,781    

(3）土地  40,381    31,178    40,346    

(4）建設仮勘定  483    －    －    

(5）工具器具及び備品  4,448    4,159    4,201    

(6）コース施設  13,746    7,961    13,857    

(7）その他  1,068 97,358  673 72,581  1,410 92,489  

２．無形固定資産   1,667   1,653   1,519  

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  4,981    5,791    5,596    

(2）長期貸付金  2,824    3,030    2,921    

(3）再評価に係る繰延税
金資産  905    －    828    

(4）繰延税金資産  －    6,750    262    

(5）その他  6,234    5,163    5,218    

貸倒引当金  △514 14,430  △1,484 19,251  △414 14,412  

固定資産合計   113,455 78.3  93,486 77.8  108,422 76.2 

Ⅲ 繰延資産   75 0.1  81 0.1  90 0.0 

資産合計   144,956 100.0  120,051 100.0  142,339 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛金    4,149   3,745   4,940  

２．短期借入金   9,237   9,158   9,785  

３．1年以内返済予定長期
借入金   13,406   7,792   17,138  

４．1年以内償還予定社債   3,370   1,670   3,670  

５．未払法人税等   1,244   701   798  

６．賞与引当金   204   226   225  

７．返品調整引当金   44   23   55  

８．その他    3,970   4,769   4,549  

流動負債合計   35,627 24.6  28,086 23.4  41,163 28.9 

Ⅱ 固定負債           

１．社債   5,440   8,170   6,755  

２．長期借入金   29,791   26,443   18,325  

３．繰延税金負債   1,112   1,615   2,410  

４．退職給付引当金   338   377   384  

５．役員退職給与引当金   1,129   368   1,088  

６．預り入会金   29,551   26,637   28,137  

７．その他   2,075   6,094   4,933  

固定負債合計   69,439 47.9  69,706 58.0  62,035 43.6 

負債合計   105,067 72.5  97,793 81.4  103,198 72.5 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   13,327 9.2  11,017 9.2  10,890 7.7 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   8,000 5.5  8,000 6.7  8,000 5.6 

Ⅱ 資本剰余金   7,406 5.1  7,406 6.2  7,406 5.2 

Ⅲ 利益剰余金   11,172 7.7  △542 △0.5  12,944 9.1 

Ⅳ 土地再評価差額金   △1,491 △1.0  △6,880 △5.7  △1,791 △1.3 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金   843 0.6  1,049 0.9  934 0.7 

Ⅵ 為替換算調整勘定   636 0.4  2,215 1.8  762 0.5 

Ⅶ 自己株式   △4 △0.0  △6 △0.0  △5 △0.0 

資本合計   26,562 18.3  11,240 9.4  28,249 19.8 

負債、少数株主持分及び
資本合計   144,956 100.0  120,051 100.0  142,339 100.0 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   27,838 100.0  25,872 100.0  56,262 100.0 

Ⅱ 売上原価   19,277 69.2  18,487 71.5  38,803 69.0 

売上総利益   8,560 30.8  7,385 28.5  17,459 31.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ＊１  6,387 23.0  6,106 23.6  12,554 22.3 

営業利益   2,172 7.8  1,278 4.9  4,904 8.7 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  96   70   182   

２．受取配当金  25   25   40   

３．受取賃貸料  93   73   166   

４．会員権償還差益  307   173   690   

５．連結調整勘定償却  －   277   3   

６．その他  130 652 2.3 134 754 2.9 301 1,384 2.5 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  758   584   1,407   

２．その他  220 978 3.5 223 808 3.1 427 1,834 3.3 

経常利益   1,846 6.6  1,224 4.7  4,454 7.9 

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益 ＊２ 143   77   678   

２．前期損益修正益 ＊３ 14   －   14   

３．その他  19 177 0.6 89 166 0.7 1,717 2,410 4.3 

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産売却損 ＊４ 0   18   6   

２．固定資産除却損 ＊５ 129   21   141   

３．退職給付会計の基準
変更時差異償却額  49   －   98   

４．前期損益修正損 ＊６ 115   －   247   

５．持分法による投資損失 ＊７ 453   －   1,172   

６．減損損失 ＊８ －   18,342   －   

７．貸倒引当金繰入   －   2,809   30   

８．その他  156 903 3.2 2,876 24,069 93.0 174 1,870 3.3 

税金等調整前中間純
損失(△)又は税金等
調整前中間(当期)純
利益 

  1,119 4.0  △22,677 △87.6  4,994 8.9 

法人税、住民税及び
事業税  1,267   640   2,142   

法人税等調整額  70 1,338 4.8 △8,744 △8,103 △31.3 565 2,707 4.8 

少数株主利益   304 1.1  261 1.0  762 1.4 

中間純損失(△)又は
当期純利益   △522 △1.9  △14,835 △57.3  1,523 2.7 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   7,406  7,406  7,406

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  7,406  7,406  7,406 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   12,103  12,944  12,103

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１．土地再評価差額金取
崩額 

 －  1,529  －  

２．中間（当期）純利益  － － － 1,529 1,523 1,523 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１．配当金  171  171  342  

２．役員賞与  65  －  65  

３．連結子会社の増加に
伴う減少高 

 95  －  87  

４．連結子会社の減少に
伴う減少額 

 －  10  －  

５．土地再評価差額金取
崩額 

 75  －  186  

６．中間（当期）純損失  522 930 14,835 15,017 － 682 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  11,172  △542  12,944 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

 前連結会計年度の要約   

連結キャッシュ・フロー計算書 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     
税金等調整前中間（当期）純損益  1,119 △22,677 4,994 

減価償却費  1,680 1,394 3,384 

減損損失  － 18,342 － 

各種引当金の増減額  164 2,043 196 

受取利息及び受取配当金  △121 △95 △222 

支払利息  758 584 1,407 

為替差損益  △29 1,247 △34 

役員賞与支払  △84 － △84 

売上債権の増減額  956 1,479 188 

たな卸資産の増減額  963 2,097 1,180 

仕入債務の増減額  △916 △1,197 △80 

預り入会金の増減額  △296 △1,313 △1,336 
その他の資産及び負債の増減額  △68 △15 743 

その他損益  408 △264 △773 

小計  4,533 1,623 9,561 

利息及び配当金の受取額  93 95 264 

利息の支払額  △731 △643 △1,357 

法人税等の支払額  △2,217 △807 △3,586 

その他  △365 78 130 

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,312 346 5,013 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

有価証券の取得による支出  △4 △17 △1,293 

有価証券の売却による収入  0 24 88 
有形・無形固定資産の取得による支出  △1,439 △740 △2,667 
有形・無形固定資産の売却による収入  898 653 2,091 

定期預金解約収入  2 3 204 

定期預金預入支出  △52 △3 △54 

貸付けによる支出  △244 △245 △916 

貸付金の回収による収入  273 67 701 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却  － － 6,985 

その他  0 △13 △951 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △567 △270 4,187 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入れによる純増減額  1,366 △424 1,914 

長期借入れによる収入  9,113 15,387 13,994 
長期借入金の返済による支出  △13,040 △16,817 △25,295 

社債の発行による収入  1,000 2,000 3,500 

社債の償還による支出  △785 △2,585 △1,670 

自己株式の取得による支出  △0 △0 △1 

親会社による配当金の支払額  △171 △171 △342 

少数株主への配当金の支払額  △170 △134 △170 

その他  △19 － △76 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △2,707 △2,746 △8,147 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  6 4 5 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  △1,956 △2,665 1,059 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  9,127 10,309 9,127 

Ⅶ 連結除外による現金及び現金同等物の減少額  － △0 － 

Ⅷ 連結会社増加による現金及び現金同等物の増加額  122 5 122 

Ⅸ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高  7,293 7,648 10,309 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数   25社 

 主要な連結子会社名は、㈱情

報センター、㈱廣済堂出版、暁

教育図書㈱、東京博善㈱、廣済

堂開発㈱、㈱廣済堂札幌カント

リー倶楽部、 

The Old Course Limited、 

London Kosaido Co.,Limited、 

Bich Sakurai,S.A.S.、Kosaido  

Golf-Betriebs GmbH、Kosaido  

Milano S.R.L.、California  

Kosaido,Inc.、Chicago 

Kosaido Corporation、Kosaido 

Thomson  Pty Ltd. 

その他11社であります。 

 なお、従来非連結子会社であ

りました北京廣済堂印刷有限公

司、廣済堂スピーチオ販売㈱、

㈱キャリアワークスの３社は、

重要性が増したため、Chicago  

Kosaido Corporationは、新た 

に設立したため当中間連結会計

期間より連結の範囲に含めるこ

とといたしました。 

(1）連結子会社の数   23社 

 主要な連結子会社名は、㈱情

報センター、㈱廣済堂出版、暁

教育図書㈱、東京博善㈱、廣済

堂開発㈱、㈱廣済堂札幌カント

リー倶楽部、 

London Kosaido Co.,Limited、 

Bich Sakurai,S.A.S.、Kosaido  

Golf-Betriebs GmbH、Kosaido  

Milano S.R.L.、California  

Kosaido,Inc.、Chicago 

Kosaido Corporation、Kosaido 

Thomson  Pty Ltd. 

その他10社であります。 

 なお、従来連結しておりまし

たRio Vista Golf Development,

Inc.は、小規模会社であり、合

計の総資産、売上高、中間純損

益及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないため、当中間連結会計

期間から連結の範囲より除外い

たしました。また、㈱テイクワ

ンは、新たに設立したため当中

間連結会計期間より連結の範囲

に含めることといたしました。 

(1）連結子会社の数  23社 

 主要な連結子会社名は、㈱情

報センター、㈱廣済堂出版、暁

教育図書㈱、東京博善㈱、廣済

堂開発㈱、㈱廣済堂札幌カント

リー倶楽部、 

London Kosaido Co.,Limited、 

Bich Sakurai,S.A.S.、Kosaido  

Golf-Betriebs GmbH、Kosaido  

Milano S.R.L.、California  

Kosaido,Inc.、Chicago  

Kosaido Corporation、kosaido  

Thomson Pty Ltd. 

その他10社であります。 

 なお、

The Old Course Limited及び

HSI Limitedは、下期において株

式を売却したため連結の範囲か

ら除外しておりますが、当中間

期までの損益計算書のみ連結し

ております。 

 また、従来非連結子会社であ

りました北京廣済堂印刷有限公

司、廣済堂スピーチオ販売㈱、

㈱キャリアワークスの３社は、

重要性が増したため、Chicago  

Kosaido Corporationは、新た 

に設立したため当連結会計年度

より連結の範囲に含めることと

いたしました。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

東廣ゴルフ㈱ 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

    同左 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

東廣ゴルフ㈱ 

（非連結子会社について連結

の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社はいずれも小

規模であり、合計の総資産、

売上高、中間純損益及び利益

剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも中間連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。 

 （非連結子会社について連結

の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社はいずれも小

規模であり、合計の総資産、

売上高、当期純損益及び利益

剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

 



前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の関連会社等の数 

４社 

(1）持分法適用の関連会社等の数 

２社 

(1）持分法適用の関連会社等の数 

３社 

 主な持分法適用会社等は、東

京コンピューター・タイプ

（株）であります。 

 主な持分法適用会社等は、東

京コンピューター・タイプ

（株）であります。 

 主な持分法適用会社等は、東

京コンピューター・タイプ

（株）であります。 

(2）非連結子会社７社（東廣ゴル

フ㈱他６社）及び関連会社１

社はいずれも小規模であり、

中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法

の適用から除外しておりま

す。 

(2）非連結子会社５社（東廣ゴル

フ㈱他４社）及び関連会社１

社はいずれも小規模であり、

中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法

の適用から除外しておりま

す。 

(2）非連結子会社４社（東廣ゴル

フ㈱他３社）及び関連会社１

社はいずれも小規模であり、

当期純損益及び利益剰余金

（持分に見合う額）等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないた

め、持分法の適用から除外し

ております。 

(3）持分法適用会社等のうち、中

間決算日が中間連結決算日と

異なる会社については、各社

の事業年度に係る中間財務諸

表を使用しております。 

(3）    同左 (3）持分法適用会社等のうち、決

算日が連結決算日と異なる会

社については、各社の事業年

度に係る財務諸表を使用して

おります。 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

 連結子会社のうち、Brentwood 

Golf Development,Inc.、Rio  

Vista Golf Development,Inc.、 

Pt.Lombok Golf Kosaido、北京

廣済堂印刷有限公司の中間決算

日は６月30日であります。 

 中間連結財務諸表の作成にあ

たっては同日現在の中間財務諸

表を使用し、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っ

ております。 

 連結子会社のうち、Brentwood 

Golf Development,Inc.、 

Pt.Lombok Golf Kosaido、北京

廣済堂印刷有限公司の中間決算

日は６月30日であります。 

 中間連結財務諸表の作成にあ

たっては同日現在の中間財務諸

表を使用し、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っ

ております。 

 連結子会社のうち、Brentwood 

Golf Development,Inc.、Rio  

Vista Golf Development,Inc.、 

Pt.Lombok Golf Kosaidoの決算

日は12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成にあたっ

ては同日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ）有価証券 

満期保有目的の債券 

(イ）有価証券 

満期保有目的の債券 

(イ）有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法）を

採用しております。 
  同左 同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

その他有価証券 

時価のあるもの 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…主として中間決算日

の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額

は、全部資本直入法

により処理し、売却

原価は主として移動

平均法により算定し

ております。） 

 同左 …主として決算期末日

の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額

は全部資本直入法に

より処理し、売却原

価は主として移動平

均法により算定）に

よっております。 

時価のないもの 

…主として移動平均法

に基づく原価法によ

っております。 

時価のないもの 

 同左 

時価のないもの 

 同左 

 



前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

(ロ）デリバティブ 

時価法 

(ロ）デリバティブ 

 同左 

(ロ）デリバティブ 

 同左 

(ハ）たな卸資産 

商品 

…主として移動平均法に

基づく原価法により評

価しております。 

(ハ）たな卸資産 

商品 

 同左 

(ハ）たな卸資産 

商品 

 同左 

製品・仕掛品 

…主として個別法に基づ

く原価法により評価し

ております。 

製品・仕掛品 

 同左 

製品・仕掛品 

 同左 

原材料・貯蔵品 

…主として移動平均法に

基づく原価法により評

価しております。 

原材料・貯蔵品 

 同左 

原材料・貯蔵品 

 同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却

方法 

 有形固定資産は、当社及び国

内連結子会社は主として定率法

によっております。ただし、平

成10年４月１日以降に取得して

いる建物（建物附属設備を除

く）については、定額法を採用

しております。 

 在外連結子会社は、主として

定額法によっております。 

 なお、コース施設に関しては

主として在外連結子会社は減価

償却を実施しており、当社及び

国内連結子会社は減価償却を行

っておりません。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却

方法 

 有形固定資産は、当社及び国

内連結子会社は主として定率法

によっております。ただし、平

成10年４月１日以降に取得して

いる建物（建物附属設備を除

く）については、定額法を採用

しております。 

 在外連結子会社は、主として

定額法によっております。 

 なお、コース施設に関しては

主として在外連結子会社は減価

償却を実施しており、当社及び

国内連結子会社は減価償却を行

っておりません。 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却方法 

   同左  

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 
 

建物及び構築物 ３～65年 

機械装置及び運搬具 ２～17年 

建物及び構築物 ３～60年 

機械装置及び運搬具 ２～17年  

(3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

 主として売上債権、貸付金

等の貸倒損失に備えるため

主として一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

(イ）貸倒引当金 

   同左 

(イ）貸倒引当金 

   同左 

 



前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

(ロ）賞与引当金 

 従業員の賞与金の支払に備

えて、賞与支給見込額の当

中間会計期間負担額を計上

しております。 

(ロ）賞与引当金 

 同左 

(ロ）賞与引当金 

 従業員の賞与金の支払に備

えて、賞与支給見込額の当

期負担額を計上しておりま

す。 

(ハ）返品調整引当金 

 出版物の返品による損失に

備えるため、返品実績率に

基づいて計上しておりま

す。 

(ハ）返品調整引当金 

 同左 

(ハ）返品調整引当金 

 同左 

(ニ）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、一部の国内連結子会

社は、主として当連結会計

年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計期

間末において発生している

と認められる額を計上して

おります。 

なお、会計基準変更時差異

については、５年による按

分額を費用処理しておりま

す。 

(ニ）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、一部の国内連結子会

社は、主として当連結会計

年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計期

間末において発生している

と認められる額を計上して

おります。 

(ニ）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、一部の国内連結子会

社は、主として当連結会計

年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。 

なお、会計基準変更時差異

については、５年による按

分額を費用処理しておりま

す。 

(ホ）役員退職給与引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

充てるため、内規に基づく

中間連結会計期間末要支給

額を計上しております。 

なお、役員退職給与引当金

は当社及び連結子会社のう

ち６社において計上してお

ります。 

(ホ）役員退職給与引当金 

同左 

(ホ）役員退職給与引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

充てるため、内規に基づく

期末要支給額を計上してお

ります。 

なお、役員退職給与引当金

は当社及び連結子会社のう

ち６社において計上してお

ります。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、主として通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 



前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

(5）重要なヘッジ会計の方法 (5）重要なヘッジ会計の方法 (5）重要なヘッジ会計の方法 

(イ）ヘッジ会計の方法 

 主として繰延ヘッジ処理

を採用しており、金利スワ

ップは特例処理を採用して

おります。 

(イ）ヘッジ会計の方法 

同左 

(イ）ヘッジ会計の方法 

同左 

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ 

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

ヘッジ対象：借入金   

(ハ）ヘッジ方針 

 主として当社資金担当部

門の管理のもとに、金利リ

スクの低減並びに金融収支

改善のため、対象債務の範

囲内でヘッジを行っており

ます。 

(ハ）ヘッジ方針 

同左 

(ハ）ヘッジ方針 

同左 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性

判定時点までの期間におい

て、ヘッジ対象のキャッシ

ュ・フロー変動の累計とヘ

ッジ手段のキャッシュ・フ

ロー変動の累計とを比較

し、両者の変動額等の比率

を基礎にして判断しており

ます。 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(6）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(6）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(6）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

 また、たな卸資産に係る控

除対象外消費税等は、当中間

連結会計期間の負担すべき期

間費用として処理しており、

固定資産に係る控除対象外消

費税等は、投資その他の資産

その他として計上し、法人税

法の規定する期間にわたり償

却しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

 また、たな卸資産に係る控

除対象外消費税等は、当連結

会計年度の負担すべき期間費

用として処理しており、固定

資産に係る控除対象外消費税

等は、投資その他の資産その

他として計上し、法人税法の

規定する期間にわたり償却し

ております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取

得日から３ヶ月以内に満期日の

到来する流動性の高い容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない短期的投資からなってお

ります。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

―――――  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これにより経常利益は100百万

円増加し、税金等調整前中間純損失

は18,242百万円増加しております。 

  なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

―――――  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

―――――  （中間連結貸借対照表） 

  １．前中間連結会計期間において区分掲記していた

「建設仮勘定」（当中間連結会計期間末161百万

円）は、資産総額の100分の5以下のため、当中間連

結会計期間から有形固定資産の「その他」に含めて

表示することに変更いたしました。 

２．前中間連結会計期間において、「投資その他の資

産」の「その他」に含めていた「繰延税金資産」

（前中間連結会計期間末202百万円）は重要性が増

加したため、当中間連結会計期間から区分掲記する

ことといたしました。 

（中間連結損益計算書） （中間連結損益計算書） 

１．「固定資産除却損」は、前中間連結会計期間ま

で、特別損失の「その他」 に含めて表示しており

ましたが、当中間連結会計期間において特別損失の

総額の100分の10を超えたため区分掲記いたしまし

た。 

 なお、前中間連結会計期間の「固定資産除却損」

は49百万円であります。 

２．「前期損益修正損」は、前中間連結会計期間ま

で、特別損失の「その他」 に含めて表示しており

ましたが、当中間連結会計期間において特別損失の

総額の100分の10を超えたため区分掲記いたしまし

た。 

 なお、前中間連結会計期間の「前期損益修正損」

は０百万円であります。 

１．「連結調整勘定償却」は、前中間連結会計期間ま

で、営業外収益の「その他」に含めて表示しており

ましたが、当中間連結会計期間において営業外収益

の総額の100分の10を超えたため区分掲記いたしま

した。 

 なお、前中間連結会計期間の「連結調整勘定償

却」は1百万円であります。 

２．「貸倒引当金繰入」は、前中間連結会計期間ま

で、特別損失の「その他」に含めて表示しておりま

したが、当中間連結会計期間において特別損失の総

額の100分の10を超えたため区分掲記いたしまし

た。 

 なお、前中間連結会計期間の「貸倒引当金繰入」

は30百万円であります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

＊１．有形固定資産の減価償却累計額 ＊１．有形固定資産の減価償却累計額 ＊１．有形固定資産の減価償却累計額 

53,542百万円 52,325百万円 51,748百万円 

＊２．担保資産 ＊２．担保資産 ＊２．担保資産 

担保差入資産 担保差入資産 担保差入資産 

建物及び構築物 6,572百万円 

機械装置及び運搬具 2,507 

土地 17,150 

コース施設 5,219 

計 31,450 

建物及び構築物 5,633百万円 

機械装置及び運搬具 2,468 

土地 13,186 

コース施設 3,608 

計 24,896 

建物及び構築物 6,379百万円 

機械装置及び運搬具 2,246 

土地 16,941 

コース施設 5,219 

計 30,786 

上記のうち工場財団設定分 上記のうち工場財団設定分 上記のうち工場財団設定分 

建物及び構築物 4,737百万円 

機械装置及び運搬具 2,507 

土地 6,115 

計 13,360 

建物及び構築物 4,456百万円 

機械装置及び運搬具 2,468 

土地 5,976 

計 12,901 

建物及び構築物 4,588百万円 

機械装置及び運搬具 2,246 

土地 6,115 

計 12,950 

上記に対応する債務 上記に対応する債務 上記に対応する債務 

短期借入金 6,131百万円 

１年以内返済予定長

期借入金 
10,845 

長期借入金 25,215 

計 42,191 

短期借入金 5,385百万円 

１年以内返済予定長

期借入金 
2,593 

長期借入金 24,418 

計 32,396 

短期借入金 4,672百万円 

１年以内返済予定長

期借入金 
14,263 

長期借入金 17,207 

計 36,142 

３. 受取手形割引高 150百万円 ３. 受取手形割引高 171百万円 ３. 受取手形割引高 306百万円 

４．保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関等から

の借入等に対し、債務保証を行っており

ます。 

４．保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関等から

の借入等に対し、債務保証を行っており

ます。 

４．保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関等から

の借入等に対し、債務保証を行っており

ます。 

ゴルフ会員権購入者 550百万円 

関西ケーブルネット㈱ 109 

計 660 

ゴルフ会員権購入者 401百万円 

計 401 

ゴルフ会員権購入者 469百万円 

計 469 

５．当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行６行と貸出コ

ミットメント契約を締結しておりま

す。 

 当中間連結会計期間末における貸出

コミットメントに係る借入未実行残高

等は次のとおりであります。 

５.          ―――――  ５．当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行６行と貸出コ

ミットメント契約を締結しておりま

す。 

 当連結会計年度末における貸出コミ

ットメントに係る借入未実行残高等は

次のとおりであります。 

貸出コミットメント

の総額 
4,000百万円 

借入実行残高 400 

差引額 3,600 

 貸出コミットメント

の総額 
4,000百万円 

借入実行残高 2,000 

差引額 2,000 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

＊１．販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。 

＊１．販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。 

＊１．販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。 

給料賞与 2,207百万円 

役員報酬 348 

運搬費 755 

賞与引当金繰入額 71 

給料賞与 2,118百万円 

役員報酬 228 

運搬費 704 

賞与引当金繰入額 101 

給料賞与 4,405百万円 

役員報酬 606 

運搬費 1,459 

賞与引当金繰入額 105 

＊２．固定資産売却益の主な内訳は次のとお

りであります。 

＊２．固定資産売却益の主な内訳は次のとお

りであります。 

＊２．固定資産売却益の主な内訳は次のとお

りであります。 

建物及び構築物 14百万円 

機械装置及び運搬具 8  

土地 120  

機械装置及び運搬具 3百万円 

土地 73  

建物及び構築物 14百万円 

機械装置及び運搬具 8 

 土地 654 

＊３．前期損益修正益の主な内訳は次のとお

りであります。 

＊３．    ――――― ＊３．前期損益修正益の主な内訳は次のとお

りであります。 

過年度地代計上額修正 14百万円  過年度地代計上額修正 14百万円 

＊４．    ――――― ＊４．固定資産売却損の主な内訳は次のとお

りであります。 

＊４．固定資産売却損の主な内訳は次のとお

りであります。 

 機械装置及び運搬具 18百万円 機械装置及び運搬具 6百万円 

＊５．固定資産除却損の主な内訳は次のとお

りであります。 

建物及び構築物 51百万円 

機械装置及び運搬具 10  

工具器具備品 68  

＊５．固定資産除却損の主な内訳は次のとお

りであります。 

建物及び構築物 15百万円 

機械装置及び運搬具 6  

＊５．固定資産除却損の主な内訳は次のとお

りであります。 

建物及び構築物 52百万円 

機械装置及び運搬具 16  

工具器具備品 71  

＊６．前期損益修正損の主な内訳は次のとお

りであります。 

過年度関係会社株式売却に

係る瑕疵担保費用 

109百万円 

＊６．    ――――― ＊６．前期損益修正損の主な内訳は次のとお

りであります。 

過年度関係会社株式売却に

係る瑕疵担保費用 

109百万円 

過年度不動産税 80  

過年度経費 57  

＊７．持分法適用会社であるRio Vista 

Country Club Partners,L.P.で発生し

た固定資産売却損等を主因とするもの

を持分法による投資損失として計上し

たものであります。 

＊７．    ――――― ＊７．持分法適用会社である

Brentwood Country Club Partners,L.P.

及び

Rio Vista Country Club Partners,L.P.

で発生した固定資産売却損等を主因と

するものを持分法による投資損失とし

て計上したものであります。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

＊８．    ――――― ＊８．減損損失 

 当中間連結会計期間において、当社グル

ープは以下の資産グループについて減損損

失を計上いたしました。 

＊８．    ――――― 

  用 途 種 類 場 所 減損損失 

ゴルフ場 
３件 

建物及び

土地等 
静岡県他 16,858百万円

賃貸用資産
２件 

土地 東京都他 1,243百万円

遊休資産 
８件 

建物及び

土地等 
沖縄県他 241百万円

  

   減損損失を認識したゴルフ場に係る資産、

賃貸用資産及び遊休資産については、それぞ

れ個別の物件毎にグルーピングしておりま

す。 

 その結果、ゴルフ場については利用者数の

減少、料金の低下等により収益性が低下した

ため、また、賃貸用資産及び遊休資産は地価

の下落により、減損損失18,342百万円を特別

損失に計上しております。 

 なお、ゴルフ場については、回収可能価額

を使用価値により測定し、将来キャッシュ・

フローを5.0％で割り引いて算定し、賃貸用

資産及び遊休資産は正味売却価額（路線価

等）により測定しております。 

  



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に記載されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に記載されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に記載されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 7,548百万円 
預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金 

△254百万円 

現金及び現金同等物の中
間期末残高 

7,293百万円 

現金及び預金勘定 7,703百万円
預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金 

△54百万円

現金及び現金同等物の中
間期末残高 

7,648百万円

現金及び預金勘定 10,363百万円
預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金 

△54百万円

現金及び現金同等物の期
末残高 

10,309百万円

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 

731 386 345 

工具器具及
び備品 

2,087 1,273 813 

無形固定資
産（ソフト
ウェア） 

1,113 615 497 

合計 3,931 2,275 1,656 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

673 356 317 

工具器具及
び備品 

2,097 1,272 825 

無形固定資
産（ソフト
ウェア） 

1,248 775 473 

合計 4,020 2,404 1,616 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

668 343 324 

工具器具及
び備品 

2,459 1,372 1,087 

無形固定資
産（ソフト
ウェア） 

1,109 673 435 

合計 4,236 2,389 1,847 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

同左  なお、取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 735百万円 

１年超 920 

合計 1,656 

１年以内 737百万円 

１年超 879 

合計 1,616 

１年以内 786百万円 

１年超 1,061 

合計 1,847 

 なお、未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

同左  なお、未経過リース料期末残高相当額は

未経過リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

③ 支払リース料、減価償却費相当額 ③ 支払リース料、減価償却費相当額 ③ 支払リース料、減価償却費相当額 

支払リース料 428百万円 

減価償却費相当額 428 

支払リース料 435百万円 

減価償却費相当額 435 

支払リース料 837百万円 

減価償却費相当額 837 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 885 2,414 1,528 

合計 885 2,414 1,528 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

（１）満期保有目的の債券  

非上場債券 500 

（２）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 2,415 

合計 2,915 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 864 2,771 1,906 

合計 864 2,771 1,906 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

（１）満期保有目的の債券  

非上場債券 500 

（２）その他有価証券  

非上場株式 2,418 

合計 2,918 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 866 2,570 1,704 

合計 866 2,570 1,704 



２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

 当社グループのデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため、開示の対象から除いておりま

す。 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

 当社グループのデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため、開示の対象から除いておりま

す。 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

 当社グループのデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため、開示の対象から除いておりま

す。 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

（１）満期保有目的の債券  

非上場債券 500 

（２）その他有価証券  

非上場株式 2,425 

合計 2,925 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 （注）１．事業区分の決定にあたっては、製品の種類・性質、製造方法、販売市場等の類似性に基づき、      

印刷関連事業、出版関連事業、葬祭関連事業及びゴルフ場関連事業に区分しております。 

２．主要な製品の名称 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等管

理部門に係る費用であります。 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 （注）１．事業区分の決定にあたっては、製品の種類・性質、製造方法、販売市場等の類似性に基づき、      

印刷関連事業、出版関連事業、葬祭関連事業及びゴルフ場関連事業に区分しております。 

２．主要な製品の名称 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等管

理部門に係る費用であります。 

 
印刷関連
事業 
（百万円） 

出版関連
事業 
（百万円） 

葬祭関連
事業 
（百万円）

ゴルフ場
関連事業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 15,180 4,882 3,732 4,043 27,838 － 27,838 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
810 10 － 142 963 △963 － 

計 15,990 4,892 3,732 4,186 28,801 △963 27,838 

営業費用 14,601 5,265 2,574 3,741 26,184 △518 25,665 

営業利益又は営業損失（△） 1,388 △373 1,157 444 2,617 △444 2,172 

セグメント情報 主要製品名等

印刷関連事業 出版印刷物、商業印刷物、公共関連印刷物等 

出版関連事業 書籍、雑誌、求人情報誌等の出版及び販売 

葬祭関連事業 斎場経営等 

ゴルフ場関連事業 ゴルフ場、ホテル経営等 

当中間連結会計期間 497百万円  

 
印刷関連
事業 
（百万円） 

出版関連
事業 
（百万円） 

葬祭関連
事業 
（百万円）

ゴルフ場
関連事業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 14,044 5,259 3,729 2,840 25,872 － 25,872 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
867 64 － 142 1,074 △1,074 － 

計 14,911 5,323 3,729 2,982 26,947 △1,074 25,872 

営業費用 13,886 6,647 2,447 2,649 25,630 △1,036 24,594 

営業利益又は営業損失（△） 1,024 △1,323 1,282 332 1,316 △37 1,278 

セグメント情報 主要製品名等

印刷関連事業 出版印刷物、商業印刷物、公共関連印刷物等 

出版関連事業 書籍、雑誌、求人情報誌等の出版及び販売 

葬祭関連事業 斎場経営等 

ゴルフ場関連事業 ゴルフ場経営等 

当中間連結会計期間 228百万円  



前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分の決定にあたっては、製品の種類・性質、製造方法、販売市場等の類似性に基づき、印刷関連事

業、出版関連事業、葬祭関連事業及びゴルフ場関連事業に区分しております。 

２．主要な製品の名称 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等管

理部門に係る費用であります。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載

を省略しております。 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載

を省略しております。 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載

を省略しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

 
印刷関連
事業 
（百万円） 

出版関連
事業 
（百万円） 

葬祭関連
事業 
（百万円）

ゴルフ場
関連事業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 31,289 11,438 7,869 5,665 56,262 － 56,262 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
1,943 27 － 285 2,257 △2,257 － 

計 33,233 11,466 7,869 5,950 58,519 △2,257 56,262 

営業費用 30,582 11,172 5,030 6,028 52,813 △1,455 51,358 

営業利益又は営業損失（△） 2,651 294 2,838 △77 5,706 △801 4,904 

セグメント情報 主要製品名等

印刷関連事業 出版印刷物、商業印刷物、公共関連印刷物等 

出版関連事業 書籍、雑誌、求人情報誌等の出版及び販売 

葬祭関連事業 斎場経営等 

ゴルフ場関連事業 ゴルフ場、ホテル経営等 

前連結会計年度 858百万円  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

１株当たり純資産額  1,241円22銭

１株当たり中間純損失

金額 
  24円41銭

１株当たり純資産額    525円32銭

１株当たり中間純損失

金額 
   693円33銭

１株当たり純資産額       1320円18銭

１株当たり当期純利益

金額 
 71円20銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

   

 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純損益（百万円） △522 △14,835 1,523 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

 （うち利益処分による役員賞与金） （－） （－） －  

普通株式に係る中間（当期）純損益   

（百万円） 
△522 △14,835 1,523 

期中平均株式数（千株） 21,400 21,398 21,399 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

当社の連結子会社であるThe Old Course Limitedの全株式を譲渡する契約を締結いたしました。 

譲渡先  ： Business Golf St.Andrews Limited 

譲渡内容 ： 株式の譲渡 

譲渡価額 ： ７４億円 

売買契約日： 平成１６年１０月１日 

影響額  ： 当連結会計年度に特別利益として１５億７０百万円を見込んでおります。 

異動の前後における当社所有に係る譲渡子会社の株式の数及び株式に対する割合 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  異動前 異動後 

 所有株式数   23,520千株 －  株 

 発行済株式数  23,570千株 23,570千株 

 発行済株式数に対する割合 99.8％ －  ％ 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  4,092   2,889   4,992   

２．受取手形   2,847   2,770   3,228   

３．売掛金  7,943   7,618   8,239   

４．たな卸資産  3,298   2,225   3,115   

５．短期貸付金  6,467   2,727   4,744   

６．その他  1,002   1,942   1,092   

貸倒引当金  △65   △1,262   △66   

流動資産合計   25,587 25.9  18,912 23.9  25,347 26.0 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※1,2          

(1）建物  7,746   7,237   7,514   

(2）機械及び装置  3,131   2,911   3,205   

(3）土地  13,294   12,994   13,294   

(4）その他  3,009   2,902   2,947   

計  27,181     26,046     26,962     

２．無形固定資産  1,469     1,315     1,347     

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  36,802   20,066   36,123   

(2）長期貸付金  6,513   12,531   6,347   

(3）再評価に係る繰延
税金資産  828   －   828   

(4）繰延税金資産  －   5,051   －   

(5）その他  769   718   771   

貸倒引当金  △315   △5,491   △320   

計  44,598     32,876     43,750     

固定資産合計   73,250 74.1  60,237 76.1  72,060 73.9 

Ⅲ 繰延資産   37 0.0  38 0.0  51 0.1 

資産合計   98,874 100.0  79,188 100.0  97,458 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形   1,365   1,378   1,996   

２．買掛金  2,056   1,967   2,378   

３．短期借入金  10,960   11,880   11,300   

４．1年以内返済予定長期
借入金  9,192   7,583   7,770   

５．1年以内償還予定社債  3,370   1,670   3,670   

６．未払法人税等  536   35   159   

７．賞与引当金  178   210   209   

８．返品調整引当金  7   －   10   

９．その他 ※４ 1,489   1,443   1,768   

流動負債合計   29,156 29.5  26,168 33.0  29,264 30.0 

Ⅱ 固定負債           

１．社債  5,440   8,170   6,755   

２．長期借入金  21,061   25,508   17,452   

３．役員退職給与引当金  742   207   833   

４．預り入会金  4,124   4,031   4,114   

５．繰延税金負債  438   －   722   

６．再評価に係る繰延税
金負債  －   1,840   －   

７．その他  199   196   196   

固定負債合計   32,007 32.4  39,954 50.5  30,074 30.9 

負債合計   61,163 61.9  66,123 83.5  59,338 60.9 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   8,000 8.1  8,000 10.1  8,000 8.2 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  7,406   2,000   7,406   

２．その他資本剰余金  －   5,406   －   

資本剰余金合計   7,406 7.5  7,406 9.3  7,406 7.6 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  1,379   －   1,379   

２．任意積立金  20,101   20,061   20,101   

３．中間未処理損失
（△）又は中間（当
期）未処分利益 

 1,132   △19,379   1,439   

利益剰余金合計   22,612 22.8  682 0.9  22,919 23.5 

Ⅳ 土地再評価差額金   △1,208 △1.2  △4,145 △5.2  △1,208 △1.2 

Ⅴ その他有価証券評価差
額金   905 0.9  1,128 1.4  1,008 1.0 

Ⅵ 自己株式   △4 △0.0  △6 △0.0  △5 △0.0 

資本合計   37,711 38.1  13,065 16.5  38,119 39.1 

負債・資本合計   98,874 100.0  79,188 100.0  97,458 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   18,779 100.0  18,043 100.0  39,053 100.0 

Ⅱ 売上原価   13,198 70.3  12,722 70.5  27,845 71.3 

売上総利益   5,580 29.7  5,320 29.5  11,208 28.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   4,227 22.5  4,240 23.5  8,598 22.0 

営業利益   1,353 7.2  1,079 6.0  2,610 6.7 

Ⅳ 営業外収益 ※１  552 2.9  605 3.3  966 2.5 

Ⅴ 営業外費用 ※２  685 3.6  650 3.6  1,320 3.4 

経常利益   1,220 6.5  1,035 5.7  2,256 5.8 

Ⅵ 特別利益 ※３  646 3.4  74 0.4  705 1.8 

Ⅶ 特別損失 ※4,6  276 1.4  29,435 163.1  438 1.1 

税引前中間純損失
(△)又は税引前中間
(当期)純利益 

  1,590 8.5  △28,325 △157.0  2,523 6.5 

法人税、住民税及び
事業税  600    16    839    

法人税等調整額  122 722 3.9 △6,116 △6,100 △33.8 338 1,177 3.0 

中間純損失（△）又
は中間（当期）純利
益 

  867 4.6  △22,224 △123.2  1,345 3.5 

前期繰越利益   451   1,307   451  

土地再評価差額金取
崩額   186   159   186  

利益準備金取崩額    －   1,379   －  

中間配当額   －   －   171  

中間未処理損失
（△）又は中間（当
期）未処分利益 

  1,132   △19,379   1,439  

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

…移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

…同左 

子会社株式及び関連会社株式 

…同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

時価のないもの 

…移動平均法に基づく原

価法 

時価のないもの 

…同左 

時価のないもの 

…同左 

(2）デリバティブ 

…時価法 

(2）デリバティブ 

…同左 

(2）デリバティブ 

…同左 

(3）たな卸資産 

製品及び仕掛品 

…個別法による原価法 

(3）たな卸資産 

…同左 

(3）たな卸資産 

…同左 

原材料及び貯蔵品 

…移動平均法による原価法 

  

２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）について

は、定額法）を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

(1）有形固定資産 

同左  

(1）有形固定資産 

同左 

建物 ３～50年

機械装置 ２～15年

  

(2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与金の支払いに備

えて、賞与支給見込額の当中間

会計期間負担額を計上しており

ます。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与金の支払いに備

えて、賞与支給見込額の当期負

担額を計上しております。 

(3）返品調整引当金 

 出版物の返品による損失に備

えるため、返品実績率に基づい

て計上しております。 

(3）返品調整引当金 

同左 

(3）返品調整引当金 

同左 

(4）役員退職給付引当金 

 役員の退職慰労金の支給に充

てるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

(4）役員退職給付引当金 

同左 

  

(4）役員退職給付引当金 

 役員の退職慰労金の支給に充

てるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

４．リース取引の処理方法 

同左 

４．リース取引の処理方法 

同左 

５．ヘッジ会計の方法 ５．ヘッジ会計の方法 ５．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用してお

り、金利スワップは特例処理を

採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(3）ヘッジ方針 

 資金担当部門の管理のもとに

金利リスクの低減並びに金融収

支改善のため、対象債務の範囲

内でヘッジを行っております。 

(3）ヘッジ方針 

      同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間において、ヘッ

ジ対象のキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段のキャッ

シュ・フロー変動の累計とを比

較し、両者の変動額等の比率を

基礎にして判断しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

６．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理について 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

同左 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

―――――  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これにより経常利益は1百万円増加

し、税引前中間純損失は、53百万円

増加しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産から直接控除しており

ます。 

―――――  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
  至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

（中間貸借対照表） ―――――  

 「短期貸付金」は、前中間期まで、流動資産の「その

他」に含めて表示しておりましたが、当中間期末におい

て資産の総額の100分の５を超えているため区分掲記いた

しました。 

 なお、前中間期末の「短期貸付金」の金額は、7,474百

万円であります。 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

24,418百万円 25,148百万円 25,011百万円 

※２ 担保資産 ※２ 担保資産 ※２ 担保資産 

担保差入資産 担保差入資産 担保差入資産 

建物 5,225百万円 

機械及び装置 2,507 

土地 8,194 

有形固定資産その他 2,072 

計 18,000 

建物 4,942百万円 

機械及び装置 2,468 

土地 8,055 

有形固定資産その他 2,060 

計 17,526 

建物 5,065百万円 

機械及び装置 2,246 

土地 8,194 

有形固定資産その他 2,064 

計 17,570 

上記のうち工場財団設定分 上記のうち工場財団設定分 上記のうち工場財団設定分 

建物 4,690百万円 

機械及び装置 2,507 

土地 6,115 

有形固定資産その他 47 

計 13,360 

建物 4,417百万円 

機械及び装置 2,468 

土地 5,976 

有形固定資産その他 39 

計 12,901 

建物 4,546百万円 

機械及び装置 2,246 

土地 6,115 

有形固定資産その他 42 

計 12,950 

上記に対応する債務 上記に対応する債務 上記に対応する債務 

短期借入金 6,131百万円 

１年以内返済予定長

期借入金 
6,930 

長期借入金 18,083 

保証債務 1,136 

計 32,280 

短期借入金 5,185百万円 

１年以内返済予定長

期借入金 
2,357 

長期借入金 23,716 

保証債務 1,310 

計 32,568 

短期借入金 4,472百万円 

１年以内返済予定長

期借入金 
5,651 

長期借入金 16,407 

保証債務 5,663 

計 32,193 

３ 偶発債務 ３ 偶発債務 ３ 偶発債務 

銀行借入等に対する保証債務 銀行借入等に対する保証債務 銀行借入等に対する保証債務 

廣済堂開発㈱ 13,260百万円 

㈱廣済堂札幌カント

リー倶楽部 
880 

廣済堂建物㈱ 39 

関西ケーブルネット㈱ 109 

暁教育図書㈱ 564 

計 14,854 

廣済堂開発㈱ 1,742百万円 

㈱廣済堂札幌カント

リー倶楽部 
720 

廣済堂建物㈱ 40 

暁教育図書㈱ 549 

計 3,052 

廣済堂開発㈱ 11,064百万円 

㈱廣済堂札幌カント

リー倶楽部 
800 

廣済堂建物㈱ 39 

暁教育図書㈱ 702 

計 12,606 

※４ 消費税等の取扱い      

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相

殺のうえ、流動負債の「その他」に含

めて表示しております。 

※４ 消費税等の取扱い      

同左 

＊４．    ――――― 

  

５ 運転資金の効率的な調達を行うため、

取引銀行６行と貸出コミットメント契

約を締結しております。 

５．    ――――― ５ 運転資金の効率的な調達を行うため、

取引銀行６行と貸出コミットメント契

約を締結しております。 

 当中間会計期間末における貸出コミ

ットメントに係る借入未実行残高等は

次のとおりであります。 

  当事業年度末における貸出コミット

メントに係る借入未実行残高等は次の

とおりであります。 

貸出コミットメント

の総額 
4,000百万円 

借入実行残高 400 

差引額 3,600 

 貸出コミットメント

の総額 
4,000百万円 

借入実行残高 2,000 

差引額 2,000 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 130百万円 

受取賃貸料 148 
受取手数料 15 
受取配当金 200 

受取利息 147百万円 

受取賃貸料 133 
受取手数料 14 
受取配当金 237 

受取利息 260百万円 

受取賃貸料 279 
受取手数料 30 
受取配当金 215 

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 488百万円 

社債利息 41 
支払利息 449百万円 

社債利息 45 
支払利息 895百万円 

社債利息 83 

※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 

固定資産売却益 640百万円 固定資産売却益 67百万円 固定資産売却益 640百万円 

※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 129百万円 

前期損益修正損 109  

貸倒引当金繰入 6,369百万円 
関係会社株式評価損 21,850  

固定資産除却損 139百万円 

前期損益修正損 109 

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 632百万円 

無形固定資産 132 
有形固定資産 579百万円 

無形固定資産 141 
有形固定資産 1,324百万円 

無形固定資産 290 

※６    ――――― ※６ 減損損失 

 当中間会計期間において、減損損失

を計上いたしました。 

※６    ――――― 

  用 途 種 類 場 所 減損損失 

遊休資産 

１件 

建物及び

土地等 
沖縄県 55百万円

  

   減損損失を認識した遊休資産につい

ては、正味売却価額（路線価等）によ

り測定しております。 

  



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械及び装置 678 359 319 

その他 
（工具器具及
び備品） 

1,733 1,071 662 

無形固定資産 
（ソフトウェ
ア） 

893 461 431 

合計 3,305 1,892 1,413 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械及び装置 561 287 274 

その他 
（工具器具及
び備品） 

1,697 1,008 688 

無形固定資産
（ソフトウェ
ア） 

956 591 364 

合計 3,215 1,887 1,327 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械及び装置 618 317 301 

その他 
（工具器具及
び備品） 

2,037 1,108 929 

無形固定資産
（ソフトウェ
ア） 

863 500 363 

合計 3,520 1,925 1,594 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 624百万円 

１年超 832 

合計 1,457 

１年内 612百万円 

１年超 750 

合計 1,363 

１年内 693百万円 

１年超 941 

合計 1,634 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 351百万円 

減価償却費相当額 337 

支払利息相当額 10 

支払リース料 370百万円 

減価償却費相当額 358 

支払利息相当額 9 

支払リース料 718百万円 

減価償却費相当額 692 

支払利息相当額 19 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によって

おります。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

当社の子会社であるThe Old Course Limitedの全株式を譲渡する契約を締結いたしました。 

譲渡先  ： Business Golf St.Andrews Limited 

譲渡内容 ： 株式の譲渡 

譲渡価額 ： ７４億円 

売買契約日： 平成１６年１０月１日 

影響額  ： 当事業年度に特別損失として約５０百万円を見込んでおります。 

異動の前後における当社所有に係る譲渡子会社の株式の数及び株式に対する割合 

当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  異動前 異動後 

 所有株式数   23,520千株 －  株 

 発行済株式数  23,570千株 23,570千株 

 発行済株式数に対する割合 99.8％ －  ％ 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

  （事業年度（第41期） 自 平成16年４月１日  至 平成17年３月31日)       平成17年６月30日  

                                          関東財務局長に提出   

(2）臨時報告書 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基          平成17年９月20日 

  づく臨時報告書であります。                           関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１６年１２月２２日  

株式会社廣済堂    

 取締役会 御中  

 興亜監査法人  

 
代 表  社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 山田 幹夫  印 

 
代 表 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 玉城 知也  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社廣済堂の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日

から平成１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社廣済堂及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

 以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１７年１２月２１日  

株式会社廣済堂    

 取締役会 御中  

 興亜監査法人  

 
指 定  社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 山田 幹夫  印 

 
指 定  社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 玉城 知也  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社廣済堂の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日

から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社廣済堂及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定資

産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

 

 以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１６年１２月２２日  

株式会社廣済堂    

 取締役会 御中  

 興亜監査法人  

 
代 表 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 山田 幹夫  印 

 
代 表 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 玉城 知也  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社廣済堂の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第４１期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日

から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社廣済堂の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１

日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

 以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１７年１２月２１日  

株式会社廣済堂    

 取締役会 御中  

 興亜監査法人  

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 山田 幹夫  印 

 
指 定  社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 玉城 知也  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社廣済堂の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第４２期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日

から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社廣済堂の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１

日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

 

 以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 
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